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  東日本大震災を受け日本株式市場下落 
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日経平均、一時1,300円超えの下落  

 3月15日の東京株式市場は、大幅続落となりました。日経平均株価は、午前に9,000円を割り

込み、午後に入ると下げ幅は一段と拡大し、前日比で一時1,300円を超える下落となりました。 

しかしその後、東京証券取引所が裁定取引に制限措置を出したことなどが売り圧力を和らげた

ことからやや回復し、15日の終値は、日経平均株価で前日比1,015円34銭安の8,605円15銭、

TOPIX（東証株価指数）は同80.23ポイント安の766.73で終了しました。 

 東北地方太平洋沖地震を受けた景気や企業業績への影響を不安視した売りが一日を通して

継続しました。東京電力による計画停電の実施を受け、製造業の多くが操業停止に追い込ま

れるなど、生産活動の停滞が景気の先行き不透明感につながり、また、福島第一原発で爆発

音が報じられたことや、高濃度の放射能が拡散した事態を受け、投資家心理は一段と悪化しま

した。 

 東証1部33業種は全面安の展開となり、電気・ガス業、鉄鋼、不動産業、倉庫・運輸関連業、

非鉄金属などの下落率が大きくなりました。また、原発関連株にも売り圧力が強まりました。 

（％） 

（出所）ブルームバーグ 

上記グラフは過去の実績であり、将来の成果をお約束するものではありません。 
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今後の見通し  

 情報が限られる中、当面の流動性確保や、リスクを回避する目的での売りを背景に、週明け

以降、株価は大幅に調整しています。短期的には空売りの買い戻しや短期間で大きく売られた

反動からの反発も予想されますが、先行き不透明感が強い中で上値を追うような局面はしばら

くの間、期待しにくいと考えます。 

  TOPIXは、前週末比で約14％下落しており（15日前場終了時点）、これは時価総額にして約

40兆円、全体のGDP（国内総生産）対比では9％程度に相当します。一方、東北6県が全国鉱工

業生産に占める割合は約6％であることから、株式市場は既に相当程度のリスクを織り込んだ

と考えます。しかしながら、地震による被害報道は続いており、福島の原子力発電所における

爆発事故も予断を許さない状況であることから、短期的には株価がもう一段下振れするリスク

も視野に入れる必要があると考えます。 

  一方で、中長期的な観点からは、優良な日本企業に割安な水準で投資する機会であると捉

えることも可能だと考えます。過去の海外における積極的な投資により、日本企業の国内依存

比率は近年低下傾向にあり、製造業においてはこの傾向が特に顕著に見られます。したがっ

て、財務状況が健全で、内需停滞の影響を受けにくく国際的な競争力の高い優良企業のファン

ダメンタルズ（基礎的条件）についての見通しは、現段階では大きな変更はないと見ています。 

 今回の東北地方太平洋沖地震による市場の影響を判断するには時期尚早ではあるものの、

当面は市場動向を注意深く見極め、企業取材などを重ねることで個別企業の受ける影響など

を徐々に確認していく中で、銘柄選別的に冷静な売買判断を行う方針です。 

※上記の見通しは、当社JF運用本部のものを反映しております。 
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● 投資信託に係るリスクについて 

投資信託は一般的に、株式、債券等様々な有価証券へ投資します。有価証券は市場環境、有価
証券の発行会社の業績、金利の変動等により価格が変動するため、投資信託の基準価額も変
動し、損失を被ることがあります。また、外貨建の資産に投資する場合には、為替の変動により
損失を被ることがあります。そのため、投資信託は元本が保証されているものではありません。 

又、投資信託は、個別の投資信託毎に投資対象資産の種類や投資制限、取引市場、投資対象
国等が異なることから、リスクの内容や性質が異なりますので、ご投資に当たっては各投資信託
の投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。  

 

● 投資信託に係る重要な事項について 

・投資信託によっては、海外の証券取引所の休業日等に、取得、換金の申し込みの受付を行わ
ない場合があります。 

・投資信託によっては、クローズド期間として、原則として換金が行えない期間が設けられている
ことや、1回の解約金額に制限が設けられている場合があります。 

・分配金の額は、投資信託の運用状況等により委託会社が決定するものであり、将来分配金の
額が減額されることや、分配金が支払われないことがあります。 

 

● 投資信託に係る費用について 

投資信託では、一般的に以下のような手数料がかかります。手数料率はファンドによって異なり、
下記以外の手数料がかかること、または、一部の手数料がかからない場合もあるため、詳細は
各ファンドの販売会社へお問い合わせいただくか、各ファンドの投資信託説明書（交付目論見書）
等をご覧ください。 

 

投資信託の取得時：申込手数料、信託財産留保額 

投資信託の換金時：換金（解約）手数料、信託財産留保額 

投資信託の保有時：信託報酬、監査費用 

信託報酬、監査費用は、信託財産の中から日々控除され、間接的に受益者の負担となります。
その他に有価証券売買時の売買委託手数料、外貨建資産の保管費用、信託財産における租税
費用等が実費としてかかります。また、他の投資信託へ投資する投資信託の場合には、当該投
資信託において上記の費用がかかることがあります。また、一定の条件のもと目論見書の印刷
に要する実費相当額が、信託財産中から支払われる場合があります。  

＜投資信託委託会社＞ 
JPモルガン・アセット・マネジメント株式会社  
金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第330号 
加入協会：（社）投資信託協会 
       （社）日本証券投資顧問業協会 
       日本証券業協会 

本資料はJPモルガン･アセット･マネジメント株式会社（以下、「当社」という。）が作成したものです。本資料は投資に係る
参考情報を提供することを目的とし、特定の有価証券の勧誘を目的として作成したものではありません。また、当社が販
売会社として直接説明するために作成したものではありません。当社は信頼性が高いとみなす情報等に基づいて本資料
を作成しておりますが、当該情報が正確であることを保証するものではなく、当社は、本資料に記載された情報を使用す
ることによりお客様が投資運用を行った結果被った損害を補償いたしません。本資料に記載された意見・見通しは表記時
点での当社の判断を反映したものであり、将来の市場環境の変動や、当該意見・見通しの実現を保証するものではござ
いません。また、当該意見・見通しは将来予告なしに変更されることがあります。  



 
 
 
 

お取引にあたっての手数料等およびリスクについて 

手数料等およびリスクについて 

 株式等の売買等にあたっては、「ダイワ・コンサルティング」コースの店舗（支
店担当者）経由で国内委託取引を行う場合、約定代金に対して最大 1.20750％

（但し、最低 2,625 円）の委託手数料（税込）が必要となります。また、外国

株式等の外国取引にあたっては、現地諸費用等を別途いただくことがあります。 

 株式等の売買等にあたっては、価格等の変動による損失が生じるおそれがあり
ます。また、外国株式等の売買等にあたっては価格変動のほかに為替相場の変

動等による損失が生じるおそれがあります。 

 信用取引を行うにあたっては、売買代金の 30％以上で、かつ 30 万円以上の委
託保証金が事前に必要です。信用取引は、少額の委託保証金で多額の取引を行

うことができることから、損失の額が差し入れた委託保証金の額を上回るおそ

れがあります。 

 債券を当社との相対取引によりお買付けいただく場合は、購入対価のみお支払
いいただきます。円貨建て債券は、金利水準の変動等により価格が上下し、損

失を生じるおそれがあります。外貨建て債券は、金利水準の変動に加え、為替

相場の変動等により損失が生じるおそれがあります。 

 投資信託をお取引していただく際に、銘柄ごとに設定された販売手数料および
信託報酬等の諸経費、等をご負担いただきます。また、各商品等には価格の変

動等による損失を生じるおそれがあります。 

ご投資にあたっての留意点 

 取引コースや商品毎に手数料等およびリスクは異なりますので、上場有価証券
等書面、契約締結前交付書面、目論見書、等をよくお読みください。 

 外国株式の銘柄には、我が国の金融商品取引法に基づく企業内容の開示が行わ
れていないものもあります。 

 

 

 

商号等 ：大和証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第108号 

加入協会：日本証券業協会、社団法人 日本証券投資顧問業協会、社団法人 金融先物取引業協会 

 
 


